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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

(１)２０１８年３月期（２０１７年度）の概況 

 

(A)経営成績 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 ７兆９,８２２億円 ７兆３,４３７億円 １０９％  

営 業 利 益 ３,８０５億円 ２,７６８億円 １３７％ 

税 引 前 利 益 ３,７８６億円 ２,７５１億円 １３８％ 

親会社の所有者に帰属する 

当 期 純 利 益 
２,３６０億円 １,４９４億円 １５８％ 

  ２０１７年度の世界経済は、米国では堅調な個人消費に加えて設備投資の回復により好調に推移

したほか、中国も外需拡大により輸出が増加するなど、景気の持ち直しの動きがみられました。日

本においては、堅調な雇用情勢などを背景に、景気は緩やかに回復しました。 

  このような経営環境のもと、当社は２０１７年度において、経営資源を集中する分野を明確にし

ながら増収増益を実現・定着させるための｢成長戦略｣を推進しました。 

  Ｂ２Ｂ事業では、２０１７年４月１日付で旧ＡＶＣネットワークス社を母体に新しいカンパニー

｢コネクティッドソリューションズ社｣を設立し、グループ全体のＢ２Ｂ事業成長の中核を担う顧客

密着型事業体制を構築しました。車載事業では、車載用電池について、中国大連市の新工場で量産

出荷を開始するなど、生産能力の拡大を進めました。また、トヨタ自動車㈱との間で、車載用角形

電池の更なる進化を目指すため、協業の可能性を検討することに合意しました。住宅事業では、グ

ループ全体の経営資源活用を通じたシナジーを実現すべく、パナホーム㈱を完全子会社としました。

また、ソーラー事業においては、従来のモジュール販売に加え、セル単体のデバイス販売を開始す

るとともに、モジュール生産体制については、滋賀工場の生産を終息するなどの見直しを行いまし

た。 

  当年度は、車載・産業向け事業の成長などにより、増収増益を達成しました。国内売上は堅調に

推移し、海外売上はインフォテインメント・車載関連機器を含むオートモーティブ事業や二次電池

を含むエナジー事業などの車載事業が大きく成長したことに加え、フィコサ社・ゼテス社の新規連

結および為替の影響もあり、連結売上高は、７兆９,８２２億円（前年比９％増）となりました。 

営業利益は、３,８０５億円（前年比３７％増）となりました。原材料価格高騰や先行投資による

固定費増加を、オートモーティブやインダストリアル事業などの増販益および合理化の取り組みな

どによりカバーし、増益となりました。また、税引前利益は、３,７８６億円（前年比３８％増）、

親会社の所有者に帰属する当期純利益は、２,３６０億円（前年比５８％増）となりました。 
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(B)経営成績（セグメント別情報） 

  a.アプライアンス 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 ２兆５,８８４億円 ２兆５,０３４億円 １０３％  

営 業 利 益 １,０４４億円 ９８９億円 １０６％ 

アプライアンスの売上高は、２兆５,８８４億円（前年比３％増）となりました。欧州・中国で

のルームエアコン、中国での大型空調、アジアでの洗濯機の販売が好調に推移したことなどにより、

増収となりました。営業利益は、エアコンなどの白物家電を中心とした原材料価格の高騰を合理化

の取り組みなどによりカバーし、増販益とあわせて、前年から増益の１,０４４億円となりました。 

 

  b.エコソリューションズ 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 １兆６,２３５億円 １兆５,４７３億円 １０５％  

営 業 利 益 ７２５億円 ６４２億円 １１３％ 

エコソリューションズの売上高は、１兆６,２３５億円（前年比５％増）となりました。国内の電

材事業や水まわり設備の販売が伸長したことに加え、海外では中国の熱交換気ユニットや、インド・

トルコ・ベトナムでの電材事業の販売が好調に推移したことなどにより、増収となりました。営業

利益は、原材料・部材価格の高騰や販売価格の下落の影響はあったものの、増販益や原価改善など

により、前年から増益の７２５億円となりました。 

 

  c.コネクティッドソリューションズ 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 １兆１,１９３億円 １兆５１２億円 １０６％  

営 業 利 益 １,０５７億円 ５０４億円 ２１０％ 

コネクティッドソリューションズの売上高は、１兆１,１９３億円（前年比６％増）となりまし

た。航空機内エンターテインメントシステムが伸びなやみ減収となったものの、ゼテス社の新規連

結に加え、スマートフォンメーカー向け実装機やモバイルノートパソコンなどの販売が好調に推移

し、増収となりました。営業利益は、増販益に加え、高付加価値商品へのシフトなどにより、前年

から増益の１,０５７億円となりました。 

 

d.オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 ２兆８,０３５億円 ２兆４,１６６億円 １１６％  

営 業 利 益 ９１４億円 ９３０億円 ９８％ 

オートモーティブ＆インダストリアルシステムズの売上高は、２兆８,０３５億円（前年比１６％

増）となりました。環境対応車の市場成長や先進運転システム(ＡＤＡＳ)の需要拡大により、車載

分野で電子化・電動化関連の販売が伸長しました。また、産業分野も中国でのデバイス販売が好調

に推移し、フィコサ社の新規連結もあり、増収となりました。営業利益については、増販益が大き

かったものの、前年の引当金戻入益や事業譲渡益の反動により、前年から減益の９１４億円となり

ました。 
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  e.その他 

 ２０１７年度 ２０１６年度 前年比 

売 上 高 ６,７５９億円 ６,７４４億円 １００％  

営 業 利 益 １０８億円 ８０億円 １３４％ 

その他セグメントの売上高は、６,７５９億円と、前年と同水準となりました。営業利益は、知

財収入の寄与により、前年から増益の１０８億円となりました。 

 

(C)財政状態 

   当年度の営業活動により増加したキャッシュ・フローは４,２３２億円（前年度は３,８５４億円

の増加）となりました。前年差の主な要因は、実質的な売上増に伴う運転資金の増加はありました

が、当期純利益の増加に加え、未払法人所得税の増加や前年に引当金等の大幅な減少があったため

です。投資活動により減少したキャッシュ・フローは４,５８８億円（前年度は４,２０１億円の減

少）となりました。前年差の主な要因は、前年にハスマン社取得のための多額の支出はありました

が、当期に設備投資が増加したためです。この結果、フリーキャッシュ・フローは、マイナス    

３５６億円（前年差９億円減）となりました。また、財務活動により減少したキャッシュ・フロー

は１,２８８億円（前年度は２,９４６億円の増加）となりました。前年差の主な要因は、当期、短

期社債２,４００億円の新規発行をしましたが、パナホーム等の追加取得や１,５００億円の普通社

債の償還に加え、前年に総額４,０００億円の普通社債を発行したためです。 

   当年度末の総資産は６兆２,９１１億円となり、前年度末に比べ３,０８２億円増加しました。こ

れは、売上増に伴う営業債権や棚卸資産の増加、設備投資による固定資産の増加などによるもので

す。負債は、短期社債の発行や営業債務の増加などにより前年度末に比べ１,８５８億円増加し、

４兆４,０８８億円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は、当期純利益の計上などによ

り前年度末に比べ１,３５７億円増加し、１兆７,０７６億円となりました。また、親会社の所有者

に帰属する持分に非支配持分を加味した資本合計は１兆８,８２３億円となりました。 
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 (２)２０１８年度通期の見通し 

 

   現時点における連結業績見通しは、以下のとおりです。 

 

   連結業績見通し(通期) 

   売 上 高 ８兆３,０００億円（前年比１０４％） 

   営 業 利 益   ４,２５０億円（前年比１１２％） 

   税 引 前 利 益   ４,２００億円（前年比１１１％） 

   親会社の所有者に帰属する当期純利益            ２,５００億円（前年比１０６％） 

    

 (３)会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて経営に

あたってまいりました。この基本的な考えのもと、配当については、株主からの投下資本に対す

るリターンとの見地から連結業績に応じた利益配分を基本とし、連結配当性向３０％を目安に、

安定的かつ継続的な配当に努めてまいります。また、自己株式取得については、戦略投資や財務

状況を総合的に勘案しつつ、１株当たりの株主価値と資本収益性の向上を目的として機動的に実

施することを基本に取り組んでおります。 

当年度は、この基本方針および財務体質の状況等を総合的に勘案し、２０１７年１１月３０日

に実施した中間配当１０円と期末配当２０円を合わせ、1株当たりの年間配当を３０円とさせてい

ただきます。なお、当年度の自己株式取得については、単元未満株式の買取りなど軽微なものを

除き実施しておりません。 

 

 

 

会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当社は、２０１６年度期末決算より、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）を任意適用しています。 

グローバルに統一されたルールに基づく運営を行うことで、経営管理の精度向上とガバナンス

強化を図り、企業価値の向上に取り組んでいます。 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 

 本プレスリリースには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載され

ています。 

本プレスリリースにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に

関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソ

ニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性

ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受ける恐れがあります。かかるリスク、

不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニ

ックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすお

それがあります。パナソニックグループは、本プレスリリースの日付後において、将来予想に関する記述

を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に

基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。 

  なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これら

に限られるものではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書

等にも記載されていますのでご参照ください。 

 

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動

向 

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要

の変動 

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなど

のコストおよび価格が影響を受ける可能性 

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞

なくかつ低コストで投入することができない可能性 

・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可

能性 

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度

の高い特定の取引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む） 

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性 

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問

わない） 

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰

延税金資産などの非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化 

・ネットワークを介した不正アクセス等により、パナソニックグループシステムから顧客情報・機密情報

が外部流出する、あるいはネットワーク接続製品に脆弱性が発見され、多大な対策費用負担が生じる可

能性 

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループ

の事業活動に混乱を与える可能性のある要素 

                                                                                                              

以 上 

   


